
平成 28年 2月 9日 

各 位 

会 社 名 ヤマハ発動機株式会社 

代表者名 代表取締役社長    柳  弘之 

(コード番号 7272 東証第一部) 

問合せ先 経営企画部長     野田 武男 

(ＴＥＬ O538－32－1122 ) 

「独立社外役員の独立性判断基準」の一部改定について 

 当社は、本日開催の取締役会において、「独立社外役員の独立性判断基準」の一部改定

を決議いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

昨年 12 月 23 日に制定した当社「コーポレートガバナンス基本方針」における当社の社

外取締役および社外監査役の役割・責務に鑑み、当社の「独立社外役員の独立性判断基準」

の見直しを行いました。 

新しい「独立社外役員の独立性判断基準」は「コーポレートガバナンス基本方針」の

「別紙１」に掲載しております。こちらでご覧下さい。 

http://global.yamaha-motor.com/jp/ir/governance/pdf/corporate_governance_guidelines-j.pdf 

 当社は、引き続き、コーポレートガバナンスの強化・確立を最も重要な経営課題のひと

つとして取り組み、ステークホルダーの皆様との信頼関係の構築を図ってまいります。 

以 上 

http://global.yamaha-motor.com/jp/ir/governance/pdf/corporate_governance_guidelines-j.pdf


別紙１． 

独立社外役員の独立性判断基準 [4-9] 

１．ヤマハ発動機グループの従事者および出身者 

（１）当社において、独立性を有する取締役・監査役（以下「独立役員」という。）である

というためには、当社の業務執行取締役または執行役員、支配人その他の使用人（以下

「業務執行取締役等」という。）であってはならず、かつ、その就任の前10年間におい

て（但し、その就任の前10年内のいずれかの時において当社の非業務執行取締役、監査

役または会計参与であったことがある者にあっては、それらの役職への就任の前10年間

において）当社の業務執行取締役等であってはならない。また、当社の業務執行取締

役、取締役、執行役員または支配人その他の重要な使用人の配偶者または二親等内の親

族若しくは同居の親族に該当する者であってはならない。 

（２）当社において、独立役員であるというためには、当社の現在の子会社の業務執行取締

役等であってはならず、かつ、その就任の前10年間において（但し、その就任の前10年

内のいずれかの時において当社の現在の子会社の非業務執行取締役、監査役または会計

参与であったことがある者にあっては、それらの役職への就任の前10年間において）当

社の子会社の業務執行取締役等であった者であってはならない。また、当社の現在の子

会社の業務執行取締役または執行役員、支配人その他の重要な使用人の配偶者または二

親等内の親族若しくは同居の親族に該当する者であってはならない。 

２．ヤマハ発動機と主要な株主の関係にある者 

当社において、独立役員であるというためには、以下のいずれかに該当する者であっては

ならない。またその配偶者または二親等内の親族または同居の親族に該当する者であっては

ならない。 

（１）当社の現在の主要株主（議決権所有割合10%以上の株主をいう。以下同じ。）または法

人である場合には当該会社の取締役、監査役、会計参与、執行役員、支配人その他の使

用人。または最近５年間において当社の現在の主要株主または法人である場合には当該

会社の取締役、監査役、会計参与、執行役員、支配人その他の使用人であった者。 

（２）当社が現在主要株主である会社の取締役、監査役、会計参与、執行役員、支配人その

他の使用人。 

３．ヤマハ発動機と主要な取引先の関係にある者

当社において、独立役員であるというためには、以下のいずれかに該当する者であっては

ならない。またその配偶者または二親等内の親族または同居の親族に該当する者であっては

ならない。

（１）当社を主要な取引先とする者（その直近事業年度における年間連結総売上高の２％以

上の支払いを、当社から受けた者。以下同じ。）またはその者が会社である場合におけ

る当該会社の業務執行取締役、執行役員、支配人その他の使用人。または直近事業年度

に先行する３事業年度のいずれかにおいて、当社を主要な取引先としていた者（その直

下線部が改定箇所です。



 

近事業年度における年間連結総売上高の２％以上の支払いを、当社から受けていた者。

以下同じ。）またはその者が会社である場合における当該会社の業務執行取締役、執行

役員、支配人その他の使用人。 

（２）当社の主要な取引先である者（当社に、その直近事業年度における年間連結総売上高

の２％以上の支払いを行っている者。以下同じ。）またはその者が会社である場合にお

ける当該会社の業務執行取締役、執行役員、支配人その他の使用人。または直近事業年

度に先行する３事業年度のいずれかにおいて、当社の主要な取引先であった者（当社

に、その直近事業年度における年間連結総売上高の２％以上の支払いを行っていた者。

以下同じ。）またはその者が会社である場合における当該会社の業務執行取締役、執行

役員、支配人その他の使用人。 

 

４．ヤマハ発動機グループと「取締役の相互兼任」の関係にある者 

当社において、独立役員であるというためには、当社またはその子会社から取締役（常

勤・非常勤を問わない）を受け入れている会社またはその子会社の取締役、監査役、会計

参与、または執行役員であってはならない。またその配偶者または二親等内の親族または

同居の親族に該当する者であってはならない。 

 

５．ヤマハ発動機グループとその他の利害関係を有する者 

当社において、独立役員であるというためには、以下のいずれかに該当する者であって

はならない。またその配偶者または二親等内の親族または同居の親族に該当する者であっ

てはならない。 

（１）寄付または助成を受けている組織の理事またはその他の業務執行者 

当社から一定額（過去３事業年度の平均で年間1,000万円または当該組織の平均年間総

費用の30%のいずれか大きい額）を超える寄付または助成を受けている組織（例えば、公

益財団法人、公益社団法人、非営利法人等）の理事（業務執行に当たる者に限る。）そ

の他の業務執行者（当該組織の業務を執行する役員、社員または使用人をいう。以下同

じ。） 

（２）大口債権者等 

当社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融機

関その他の大口債権者（以下「大口債権者等」という。）の取締役、監査役、会計参

与、執行役員、支配人その他の使用人である者。または最近3年間において当社の現在の

大口債権者等の取締役、監査役、会計参与、執行役員、支配人その他の使用人であった

者。 

（３）会計監査人等 

現在当社またはその子会社の会計監査人または会計参与である公認会計士（若しくは

税理士）または監査法人（若しくは税理士法人）の社員、パートナーまたは従業員であ

る者。または最近３年間において、当社またはその子会社の会計監査人または会計参与

であった公認会計士（若しくは税理士）または監査法人（若しくは税理士法人）の社



 

員、パートナーまたは従業員であって当社またはその子会社の監査業務を実際に担当

（但し、補助的関与は除く。）していた者（現在退職または退所している者を含む。） 

（４）弁護士、公認会計士または税理士その他のコンサルタント（個人）等 

上記（３）に該当しない弁護士、公認会計士または税理士その他のコンサルタントで

あって、役員報酬以外に、当社から、過去３年間の平均で年間1,000万円以上の金銭その

他の財産上の利益を得ている者。 

（５）法律事務所、監査法人、税理士法人またはコンサルティング・ファーム（組織）等 

上記（３）に該当しない法律事務所、監査法人、税理士法人またはコンサルティン

グ・ファームその他の専門的アドバイザリー・ファームであって、当社を主要な取引先

とするファーム（過去３事業年度の平均で、その連結総売上高の２％以上の支払いを当

社またはその子会社から受けたファーム。以下同じ。）の社員、パートナー、アソシエ

イトまたは従業員である者。 

 

６．その他、一般株主との間で利益相反が生じる者 

当社において、独立役員であるというためには、その他、当社の一般株主全体との間で

上記１．から５．までで考慮されている事由以外の事情で恒常的に実質的な利益相反が生

じるおそれのない人物であることを要する。 

 

７．在任期間が８年間を超える者 

当社において、現在独立役員の地位にある者が、独立役員として再任されるためには、

通算の在任期間が８年間を超えないことを要する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


